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３ ．事業活動収支計算書

●事業活動資金収支計算書
　当該会計年度の事業活動ごと（教育活動、教育活動以外の経常的活動、前二者以外の活動）の収入及び支出の内
容、並びに基本金組入れ後の当該年度のすべての事業活動収入及び事業活動支出の均衡の状態を表すものです。

（平成３0年 ４ 月 １ 日から平成３１年 ３ 月３１日まで）
（単位：千円）

科　　　　目 予算額 決算額 差　異

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

１ . 学生生徒等納付金 １２, １２8, 8２２ １２, １２7, 0６0 １, 7６１

２ . 手数料 ２２9, ４６0 ２５３, ２５５ △ ２３, 79５

３ . 寄付金 ５9, 070 ５9, １8５ △ １１５

４ . 経常費等補助金 ５77, ６7４ ５77, ５５7 １１６

５ . 付随事業収入 ２５３, ５５６ ２70, ６89 △ １7, １３３

６ . 雑収入 １１６, ２78 １１9, ４５8 △ ３, １80

教育活動収入計　① １３, ３６４, 8６0 １３, ４07, ２0５ △ ４２, ３４５

事
業
活
動
支
出
の
部

7 . 人件費 ５, ５３１, 9１６ ５, ５１２, 0５３ １9, 8６２

8 . 教育研究経費 ４, ２8４, 0５４ ４, １9６, ５9３ 87, ４６0

9 . 管理経費 １, ４６３, ５４１ １, ４６２, ３６１ １, １79

１0. 徴収不能額等 0 0 0

教育活動支出計　② １１, ２79, ５１１ １１, １7１, 009 １08, ５0１

教育活動収支差額　③（①－②） ２, 08５, ３４9 ２, ２３６, １9６ △ １５0, 8４7

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

１１. 受取利息・配当金 ４２, 98３ ４３, ２３３ △ ２５0

１２. その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計　④ ４２, 98３ ４３, ２３３ △ ２５0
事
業
活
動
支
出
の
部

１３. 借入金等利息 0 0 0

１４. その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計　⑤ 0 0 0

教育活動外収支差額　⑥（④－⑤） ４２, 98３ ４３, ２３３ △ ２５0

１５. 経常収支差額　⑦（③＋⑥） ２, １２8, ３３２ ２, ２79, ４２9 △ １５１, 097

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

１６. 資産売却差額 0 0 0

１7. その他の特別収入 ３３, ２３0 ４１, ２9４ △ 8, 0６４

特別収入計　⑧ ３３, ２３0 ４１, ２9４ △ 8, 0６４
事
業
活
動
支
出
の
部

１8. 資産処分差額 ５0, ３３２ ４9, 0６7 １, ２６４

１9. その他の特別支出 0 0 0

特別支出計　⑨ ５0, ３３２ ４9, 0６7 １, ２６４

特別収支差額　⑩（⑧－⑨） △ １7, １0２ △ 7, 77３ △ 9, ３２8

２0.〔予備費〕 １00, 000 １00, 000

２１. 基本金組入前当年度収支差額　⑪（⑦＋⑩－予備費） ２, 0１１, ２３0 ２, ２7１, ６５６ △ ２６0, ４２６

２２. 基本金組入額合計　⑫ △ ２, ３５６, 7２４ △ ２, ６２0, 87６ ２６４, １５２

２３. 当年度収支差額　⑬（⑪＋⑫） △ ３４５, ４9４ △ ３４9, ２２0 ３, 7２６

２４. 前年度繰越収支差額　⑭ １, ２４４, ５６0 １, ２４４, ５５9 0

２５. 基本金取崩額　⑮ ２２0, 000 ２３６, 8６１ △ １６, 8６１

２６. 翌年度繰越収支差額　⑯（⑬＋⑭＋⑮） １, １１9, 0６６ １, １３２, ２00 △ １３, １３４

（参考）

２7. 事業活動収入計　⑰（①＋④＋⑧） １３, ４４１, 07３ １３, ４9１, 7３３ △ ５0, ６６0

２8. 事業活動支出計　⑱（②＋⑤＋⑨＋予備費） １１, ４２9, 8４３ １１, ２２0, 07６ ２09, 7６６

表示額の端数調整…計算書の記載額を千円未満「調整」してあるので、差異及び合計欄
の数値と一致しないことがある。

資金収支の寄付金収入から施
設・設備に関連する寄付金を控
除し、施設・設備以外の現物寄
付を加算しています。また、施
設・設備に関連する寄付金（現
物寄付を含む）は特別収支のそ
の他の特別収入に計上されてい
ます。

資金収支の補助金収入から施
設・設備に関連する補助金を控
除しています。また、施設・設
備に関連する補助金は特別収支
のその他の特別収入に計上され
ています。

資金収支の同科目（一部科目は
現物寄付含む）に減価償却額が
加算されています

学校法人が教育研究活動を円滑
に遂行していくために必要とな
る資産を取得し、教育水準を低
下させることなく継続的に保持
するために組入れる金額です

貸借対照表の翌年度繰越収支差
額の前年度末欄の金額と一致し
ます。

貸借対照表の翌年度繰越収支差
額の本年度末欄の金額と一致し
ます。

［概要］
教育活動収支差額は約２２億円の収入超過で、単年度において必要な教育活動の支出を教育活動収入で賄うことができま
した。また、教育活動外収支差額は約 ４千万円の収入超過、特別収支差額は約 8百万円の支出超過となり、結果として、
基本金組入前当年度収支差額は約２３億円となりました。また、基本金へ約２６億円を組入れた結果、当年度収支差額（基
本金組入前当年度収支差額－基本金組入額合計）は約 ３億円のマイナスとなりましたが、前年度繰越収支差額約１２億円
及び基本金取崩額約 ２億円を加え、翌年度繰越収支差額は約１１億円です。

資金収支の同科目に減価償却額
が加算されています




